
事 務 連 絡 

平成 30 年７月 30 日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

疑義解釈資料の送付について（その７） 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房給与厚生課 御中 

防 衛 省 人 事 教 育 局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 
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事 務 連 絡

平 成 30 年 ７ 月 30 日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その７）

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（平成 30 年厚生労働省告示第 43

号）等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事

項について」（平成 30 年３月５日保医発 0305 第２号）等により、平成 30 年

４月１日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに

係る疑義照会資料を別添のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたし

ます。
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医科 1

〈 別 添 〉

医科診療報酬点数表関係

【重症度、医療・看護必要度】

問１ 急性期一般入院料について、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度

に係る評価方法のみの変更による新たな評価方法への切り替えについて

は、切替月（４月又は 10 月）の 10 日までに届け出ることとされている

が、届出前３月の期間は具体的に何月から何月になるか。

（答）評価方法の切り替えについて、４月に届け出る場合は１月から３月、10

月に届け出る場合は７月から９月となる。ただし、４月又は 10 月からの切

り替えにあたり、３月中又は９月中に届け出る場合は、それぞれ 12 月から

２月、６月から８月の実績を用いて届け出ても差し支えない。なお、特定機

能病院入院基本料、専門病院入院基本料等についても同様の取扱いとする。

【看取り加算】

問２ 在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び（Ⅱ）に係る看取り加算については、死

亡日に往診又は訪問診療を行い、死亡のタイミングには立ち会わなかった

が、死亡後に死亡診断を行った場合には算定できないという理解でよいか。

（答）そのとおり。

在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び（Ⅱ）においては、

① 在宅ターミナルケア加算（死亡日及び死亡日前 14 日以内に、２回以

上の往診又は訪問診療を実施した場合を評価）

② 看取り加算（死亡日に往診又は訪問診療を行い、患者を患家で看取

った場合を評価（死亡診断に係る評価も包む）。）

③ 死亡診断加算（死亡日に往診又は訪問診療を行い、死亡診断を行っ

た場合を評価。）

が設定されている。これらは、在宅医療におけるターミナルケアを評価し

たものであり、①は死亡前までに実施された診療、②は死亡のタイミング

への立ち合いを含めた死亡前後に実施された診療、③は死亡後の死亡診断

をそれぞれ評価したものである。

このため、例えば、

・死亡日に往診又は訪問診療を行い、かつ、死亡のタイミングに立ち会い、
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医科 2

死亡後に死亡診断及び家族等へのケアを行った場合は、②（在宅ターミナル

ケア加算の要件を満たす場合は①と②の両方）を算定、

・死亡日に往診又は訪問診療を行い、死亡のタイミングには立ち会わなかっ

たが、死亡後に死亡診断を行った場合は、③（在宅ターミナルケア加算の要

件を満たす場合は①と③の両方）を算定することとなる。
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